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Ⅰ　事務事業の目的・内容

Ⅱ　事務事業の実績・現状及び成果を表す指標の動きとコストの状況

Ⅲ　事務事業の評価、今後の方向性及び業務改善　＜※主管課長記入＞

⑴　事務事業についての評価及び今後の方向性

⑵　事務事業の業務改善について

③取り組
みの課題

H27年度からの介護保険法改正で二次予
防事業対象者の把握事業は終了とな
る。法改正後も必要な方の把握の方策
について検討が必要である。

④今後の
改善計画

チェックリストの全数配付回収から、
必要者の把握とするため、地域包括支
援センタなど、ー関係機関等から情報
が集まるよう体制を構築する。

①今年度
(H25)の
改善計画

②今年度
(H25)に
実施した
取り組み

未回収者への訪問を継続して実施し、
訪問時不在者に対しては、チェックリ
ストの活用の仕方や、介護予防が必要
であることを知ってもらうためにチラ
シを配布し周知していく。

未回収者訪問対象者は、新規の要介護
認定割合が高く、何らかの支援が必要
とされている方の割合が多い80歳以上
の方とした。

Ａ　達成できた

Ａ　対象者は適切である

Ａ　削減の余地はない

総合評価 Ⅶ　終　　　了　（事業を終了すべき）

効率性

目標達成度

対象者の適切性

コストの削減

支援が必要と思われる市民を発見でき、早期に対応
し、支援につなげることができている

Ｂ　必要性は変わら
ない

Ａ　市が担うべき

有効性

0.60

個別評価 必要性

今後の必要性

市関与の必要性

初期投資コスト（円）（建設又は取得年度のみ記入）

想定耐用年数　（年）（建設又は取得年度のみ記入）

平成2６年度

1.46 2.00 0.50

6,762,520 7,556,200 4,693,560

0.60

9,455,349

目的に対する現状（客観的事実・データ
に基づく現在の状況や取組状況）

23,395,147 23,519,533 14,148,909

　地域支援事業実施要綱に基づき、国
で決められたチェックリストの項目に
従い、生活機能が低下しているものを
選び出し、介護予防事業への参加を促
している。また、二次予防事業対象者
ではない方に介護予防の情報を提供で
きるよう、チェックリストの活用方法
や介護予防のヒントを記載した通知文
としている。
　チェックリスト返送時に現在の状況
のコメントがある方には、必要に応じ
て対応し、早期支援につなげた。平成
26年度の未回収訪問で支援が必要と思
われ、地域包括支援センター等へ連絡
し、支援につないだ方は8名いた。

平成2４年度 平成2５年度

16,632,627 15,963,333

0.60

人 →→5,614

→→843 131

チェックリスト回収率 86.44 88.40 86.10 % ↗↗↗ 年度末時点の実施者／発送者

5,350 5,490

単位
目標
方向

算定式（成果指標の場合）

基本チェックリスト実施
者数

26,067 28,108 33,220 人 ↗↗↗

名　　称 平成2４年度 平成2５年度 平成2６年度

款

事業内容

事業開始か
ら現在まで
の状況変化

要介護・要支援認定をう
けていない65歳以上の市
民

意図
事業
目的

08

対象

要介護・要支援認定をうけていない65歳以上の市民を対象に、「介護予防のための基本
チェックリスト」を行い、生活機能の低下のある方（二次予防事業対象者）を選び出す。ま
た、チェックリスト未返送者に対し、訪問等を実施し、支援の必要な者を早期に発見し、支
援に結びつける。

Ｈ22.8に地域支援事業実施要綱の改正があり、チェックリストにより全対象者について情報
収集を行うことが望ましいとされたため、23年度からチェックリスト未回収者への訪問を実
施し、高齢者の把握に努めている。
　Ｈ27.4の介護保険法の改正により、二次予防事業の対象者把握事業が廃止となり介護予
防・日常生活支援総合事業の中で、何らかの支援を要する者を把握することになる。

生活機能が低下している高齢者を把握と実態調査

主管課長早川　仁高齢者や障害者がいきいき暮らせる社会づくり

会計 小事大事

08

目項

03 01 01 01

二次予防事業対象者決定
者数

事業名

政　策
施　策

04

4-2

二次予防事業の対象者把握事業

４節　誰もが充実した生涯をおくることのできる流山（市民福祉の充実） 主管課 介護支援課

1,295

事務事業の総ｺｽﾄ(a=b+c)

事務事業のコスト

③
未回収訪問で状況把握で
きた数

④

指標

①

②

人 （面接者＋連絡あり）

人役・嘱託(人)

指標で表すこ
とができない
定性的な成果

うち一般財源

 事業費（ｂ）（円）

 職員給与費(ｃ)(円)

人役・再任用(人)

人役・臨職(人)

人役・職員(人)


